
主要施策名：（１）自然環境の保全

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

112-1 河川環境保全啓発事業 環境整備課

112-2 環境調査監視事業 環境整備課

（１）地下水の保全 111-2 旧焼却場等跡地水環境整備事業 環境整備課

（２）河川環境の保全 112-4 悪用水路整備事業 土木課

事務事業本数：4

（２）河川環境の保全

①自然と暮らしを
守るふるさとづくり

（１）自然環境の
保全

1



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 4 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 河川環境保全啓発事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 酒井裕之

事務事業コード 112-1 実施 令和02年度(令和元年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）自然環境の保全

□ 該当施策区分 （２）河川環境の保全

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市の河川を美しくする条例、玉名市環境基本条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 環境基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

近年における社会経済の発展に伴い川の自然浄化作用が低下し、その水質は急速に悪化している状況であり、河川
環境の保全に対する意識が必ずしも高いとは言えない。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、学校、事業者、市内を流れる河川

意図
（どのような状態にしたいか）

市民の共有財産である美しく豊かな河川を保全し、次代へ引き継いでいく必要があるため、河川の浄化と河川環境の
保全を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R01年度決算 R02年度予算

事務事業の具体的内容

市民、学校を対象に、川の生物調査を実施。廃油石けん、ぼかし、ＥＭ
発酵液づくりを行う市民グループと連携し、普及啓発を図る。河川水援
隊に定期的な河川の水質調査、監視を委嘱する。生活排水浄化水路
を定期的に清掃し浄化機能を維持保全することで浄化水路による自然
浄化への監視を高める。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 河川水援隊事業

② 廃油石けんの普及事業

③ EM活性液・ぼかしの普及事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H29年度決算 H30年度決算

0

その他 1 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 7

0

小　　　　計 1,321 1,458 1,099 1,758 0

一般財源 1,320 1,458 1,099 1,751

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.16 0.16 0.16 0.16

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,476 5,476

会計年度任用職員の人件費（千円）

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0

0

小　　　　計 948 943 876 876

合　　　　　計 2,269 2,401 1,975 2,634

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H29実績 H30実績 R01実績 R02計画

288 288 288

廃油石けんの普及事業
廃油石けんの原料を関係団体
へ支給する。

凝固剤支給量 本 160 81 68 70

河川水援隊事業
市が委嘱する河川水援隊により定期的な川の
水質調査、監視を行う。 調査回数 回 288

17 13 15

コ
ス
ト
評
価

H29年度決算 H30年度決算 R01年度決算 R02年度予算

対象（ 市民 67242 66850 66319 65817

投入コスト合計（千円）

EM活性液・ぼかしの普及
事業

ＥＭ活性液、ぼかしの原料を関
係団体へ支給する。

培養液支給量 本 30

2,269 2,401 1,975 2,634

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

（↑） 74.41% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H29目標 H30目標 R01目標 R02目標

H29実績 H30実績 R01実績

コスト評価（対前年比） *** 93.93% （↓） 120.62%

500 500 500

647 679 521
1 河川環境保全啓発活動参加者数

川の生き物調査など河川の保全・浄化啓発
に関係する活動に参加した延べ人数

人
500

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

　河川の主な汚濁源が生活排水によるものであることから、河川水援隊による定期的な監視、廃油石けん団体などの河川の
浄化活動等７つの細事業を通して市民に河川環境保全への意識を高めるためにも、引き続き現状で継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
油流出事故等による河川の水質悪化に備えるとともに、河川水援隊による河川監視や市民団体による浄化活動を支援することにより、美
しく豊かな河川を次世代に引き継ぐ必要がある。また、次世代を担う子どもたちを対象に川の生物調査を行うことで、地域の自然の豊かさ
を発見し継承する意識を芽生えさせることができることから事業を継続する必要がある。

評価責任者

塚本昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 4 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 環境調査監視事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 酒井裕之

事務事業コード 112-2 実施 令和02年度(令和元年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）自然環境の保全

□ 該当施策区分 （２）河川環境の保全

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市の河川を美しくする条例、玉名市環境基本条例、総合計画 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 公害防止に関する協定書 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

河川等の水質汚染や土壌、大気汚染などの環境汚染問題が発生した地点の経過を監視することは環境対策のひと
つであり、市の責務である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、事業所

意図
（どのような状態にしたいか）

市民が快適な環境で生活しているかを把握する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R01年度決算 R02年度予算

事務事業の具体的内容

河川の水質検査を実施し、水質の経年変化を把握。水環境の保全施
策に役立てる。通報を元に緊急の水質、土壌等の検査を実施し、原因
究明やその対応、解決策を見出す。特定工場排水の調査、監視を実施
し適正な排水を促す。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 河川水質検査業務

② 工場排水土壌検査業務

③ 緊急水質土壌調査業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H29年度決算 H30年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 421 415 412 621 0

一般財源 421 415 412 621

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.08 0.08 0.08 0.08

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,476 5,476

会計年度任用職員の人件費（千円）

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0

0

小　　　　計 474 472 438 438

合　　　　　計 895 887 850 1,059

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H29実績 H30実績 R01実績 R02計画

6 6 6

工場排水土壌検査業務
特定工場排水の調査、監視を
実施する。

検査回数 回 1 1 1 1

河川水質検査業務 河川の水質検査を実施する。 検査回数 回 6

0 0 0

コ
ス
ト
評
価

H29年度決算 H30年度決算 R01年度決算 R02年度予算

対象（ 市民 67242 66850 66319 65817

投入コスト合計（千円）

緊急水質土壌調査業務
突発的な事故等を要因とする
水質土壌調査を行う。

検査回数 回 0

895 887 850 1,059

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

（↑） 79.68% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H29目標 H30目標 R01目標 R02目標

H29実績 H30実績 R01実績

コスト評価（対前年比） *** 100.30% （↑） 103.51%

0 0 0

0 0 1
1 工場排水土壌検査異常個所数 調査を行い異常があった箇所数 所

0

0 0 0

52.0 45.6 48.3
2

河川水質検査で基準を下回るところの数
（熊本県生活環境の保全に関する環境基
準：Ａ類型）

左記/全体 ％
0

＊成果未達成時の理由 前年と検査場所の違いで異常が見られたが、適正に指導した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

河川水質検査において水量が少ない排水路があるが、調査時期の天気等の影響もあり具体的な採取地点の変更は行ってな
い。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

河川水質検査においては、水量の少ない排水路があり、採水不可の時に備え採取地点の候補を検討する。また、河川水及び
特定工場の排水調査を定期的に調査、監視することにより市民の快適な生活環境の確保と不安解消のためにも現状で継続
したい。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
河川の水質調査や特定工場の排水調査、周辺河川等の水質及び土壌の調査・監視を継続して実施す
ることで、公害の発生防止や早期発見のために必要な事業である。

評価責任者

塚本昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 2 目 2 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 旧焼却場等跡地水環境整備事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 坂田　拓哉

事務事業コード 111-2 実施 令和02年度(令和元年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）自然環境の保全

□ 該当施策区分 （１）地下水の保全

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 廃棄物処理法、公健法、玉名市廃棄物の処理及び清掃並びに浄化槽に関する条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

合併前の旧市町の焼却場及び最終処分場跡地については、既に解体・跡地整備が完了しているが、これまで廃棄物
処理場であったことから、汚水等が周辺に流れ出ていないか等監視を続けていかなければならない。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、旧玉名市クリーンセンター最終処分場汚水管理室、旧玉名市・旧横島町・旧天水町焼却場跡地

意図
（どのような状態にしたいか）

年間を通じて、最終処分場跡地の汚水処理施設の管理や周辺地下水等の水質検査を行うことにより、焼却場跡地周
辺の水環境の整備を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R01年度決算 R02年度予算

事務事業の具体的内容

・旧玉名市クリーンセンター最終処分場跡地の汚水管理室の運転管理
委託を行う。
・旧玉名市、横島町、天水町の焼却場跡地及び周辺の地下水の水質
検査を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 旧クリーンセンター汚水処理室運転管理業務

② 旧焼却場等地下水水質検査業務

③ 旧焼却場施設等修繕業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H29年度決算 H30年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 7,632 8,036 11,974 8,914 0

一般財源 7,632 8,036 11,974 8,914

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.04 0.04 0.04 0.04

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,476 5,476

会計年度任用職員の人件費（千円）

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0

0

小　　　　計 237 236 219 219

合　　　　　計 7,869 8,272 12,193 9,133

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H29実績 H30実績 R01実績 R02計画

52 52 52

旧焼却場等地下水水質検
査業務

旧焼却場跡地で採取した地下
水等を検査する。

水質検査等回数 回 33 33 33 33

旧クリーンセンター汚水処理
室運転管理業務

委託業者により汚水処理室の
運転管理業務を行う。

機器点検回数 回 52

1 2 2

コ
ス
ト
評
価

H29年度決算 H30年度決算 R01年度決算 R02年度予算

対象（ 市民 67424 66850 66319 65817

投入コスト合計（千円）

旧焼却場施設等修繕業務
旧焼却場施設等の修繕を行い適
切な維持管理を行う。

施設修繕回数 回 4

7,869 8,272 12,193 9,133

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

（↓） 132.49% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H29目標 H30目標 R01目標 R02目標

H29実績 H30実績 R01実績

コスト評価（対前年比） *** 94.32% （↓） 67.30%

0 0 0

0 0 0
1 水質検査異常率 結果異常／検査回数×100 ％

0

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

旧焼却場廃止後も専門業者による定期的な検査を行い、環境汚染を起こさないよう適切に管理できた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も引き続き管理を行い、環境を維持していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
焼却場及び最終処分場跡地については、汚水等が周辺に流出していないか監視を続けていかなけれ
ばならない。最終処分場跡地の汚水処理施設の管理や周辺地下水の水質検査を継続して行うことに
より焼却場跡地周辺の水環境の保全に努める必要がある。

評価責任者

塚本　昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ ■ ：

■

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 3 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 悪用水路整備事業
所管課 土木課

作成者（担当者） 奥村卓也

事務事業コード 112-4 実施 令和02年度(令和元年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ①自然と暮らしを守るふるさとづくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）自然環境の保全

□ 該当施策区分 （２）河川環境の保全

金額 619,299 千円】

法令、県･市条例等【 河川法、土地収用法、道路法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H17～H37 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

住居地域における衛生環境の悪化した悪用水路の改修を行い、排水の円滑な流れを確保するとともに衛生的な生活
環境を築く必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

臭気や蚊、蝿等の発生を軽減し、衛生的な生活環境を整備する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R01年度決算 R02年度予算

事務事業の具体的内容
土水路にＵ字溝等の構造物を設置することにより、雑草や葦等の繁殖
や汚泥の蓄積を防ぎ、排水のスムーズな流れを確保する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 悪用水路整備事業

② 悪用水路整備委託事業

③ 排水路整備に伴う機械借上事業

0 0 0 41,200 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H29年度決算 H30年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 48,099 49,500 38,044 45,000 0

一般財源 48,099 49,500 38,044 3,800

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.80 0.88 0.88

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,476 5,476

会計年度任用職員の人件費（千円）

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 872

0

小　　　　計 3,555 4,717 4,819 4,819

合　　　　　計 51,654 54,217 42,863 49,819

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H29実績 H30実績 R01実績 R02計画

4 4 4

悪用水路整備委託事業
生活用水路の改良を委託で行
う。

委託発注件数 件 7 4 1 4

悪用水路整備事業 生活用水路の改良を行う。 工事発注箇所数 箇所 6

0 5 4

コ
ス
ト
評
価

H29年度決算 H30年度決算 R01年度決算 R02年度予算

対象（ 施工延長 474 449 323 166

投入コスト合計（千円）

排水路整備に伴う機械借
上事業

軽微ななものに対し、機械借上
料を支給する。

機械借上件数 件 1

51,654 54,217 42,863 49,819

対象１単位あたりのコスト（千円） 109 121 133 300

（↓） 44.22% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H29目標 H30目標 R01目標 R02目標

H29実績 H30実績 R01実績

コスト評価（対前年比） *** 90.25% （↓） 90.99%

535 323 166

474.40 448.7 297
1 整備延長数 施工延長 ｍ

550

2

＊成果未達成時の理由 目標に対し、現場状況が変わり変更が生じ進捗が伸びなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

悪用水路の整備を行った事により、円滑な流れと衛生的な生活環境を提供できた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

近年ゲリラ豪雨及び予想外の雨量により排水路等が冠水し道路及び民地が浸水するなど排水路全体の改修が求められる
が、現在の単独事業では限界があるため、今後補助等のメニューを模索し補助事業を取り入れ今後調査及び改修を行ってい
く必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 改善箇所がまだ多く残っているため、年次計画を立て計画的に行っていく。

評価責任者

田代史典

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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